
令和６年度　地方消費税交付金（社会保障財源化分）が充てられる社会保障施策に要する経費

　 地方消費税の税率引上げに伴う地方消費税交付金の増収分は、その全額を社会保障施策に要する経費に充てるものとされています。

　 令和６年度一般会計当初予算（案）における充当状況は、以下のとおりです。

[歳　入] 地方消費税交付金

[歳　出] 社会保障施策に要する経費

[単位：千円]

国庫支出金 県支出金 市債 その他 増収分の
地方消費税交付金 その他

1,160,835 543,501 275,196 2,200 90,000 249,938 障害者自立支援費　90,000

105,644 349 2,200 7,365 95,730

2,040,935 1,041,745 410,684 38,279 100,000 450,227 私立認定子ども園施設型給付費　65,000
私立保育所措置委託料　　　　　35,000

232,012 78,894 4,764 2,334 30,000 116,020 児童扶養手当　30,000

670,729 502,296 25,581 1,000 50,000 91,852 生活保護費　50,000

4,166 2,670 1,496

297,791 107,200 27,300 115,000 48,291 医療扶助費　　　　　　75,000
小児市助成医療扶助費　40,000

4,512,112 2,169,106 823,774 4,400 76,278 385,000 1,053,554

549,805 10 84 119,456 430,255 介護給付費繰出金　119,456

263,376 38,857 120,857 103,662

735,560 119,942 9,080 65,000 541,538 後期高齢者医療保険医療給付費市町村
負担金　65,000

395,075 395,075

1,943,816 38,867 240,883 9,080 184,456 1,470,530

137,030 1,314 1,094 8,025 126,597

16,815 14,600 2,215

592,128 592,128

745,973 1,314 1,094 22,625 720,940

7,201,901 2,209,287 1,065,751 4,400 107,983 569,456 3,245,024

※　主に地方単独事業及び国庫補助負担金事業における社会保障施策に要する経費を計上。

　　事務費や職員人件費（サービスに直接従事しない職員分）等は除外している。ただし、市町村職員共済組合負担金等については計上。

５６９,４５６千円

７,２０１,９０１千円 (うち一般財源 ３,８１４,４８０千円）

事業名 経費
特定財源 一般財源

充当内訳

社会福祉

障害者福祉事業

高齢者福祉事業

児童福祉事業

母子福祉事業

生活保護扶助事業

生活等支援事業

医療費助成事業

小計

合計

社会保険

介護保険事業

国民健康保険事業

後期高齢者医療事業

共済組合負担金

小計

保健衛生

疾病予防事業

医療提供体制確保事業

市民病院事業

小計
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